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 さて、『開拓使事業報告 附録 布令類聚 上編』「地理 管轄 公達 二年九月」は、
「一 北海道ハ皇國ノ北門最要衝ノ地ナリ今般開拓被仰出候ニ付テハ深ク皇旨ヲ奉體シ牟
撫育ノ道ヲ盡シ教化ヲ廣メ風俗ヲ敦スへキ事」(185頁)として北海道の役割を掲げる。 







 (別紙) 移民規則 
一 農業ヲ以自産相立候儀専一ニ可致伹時節ニヨリ漁業ヲモ可相營事 
一 五家ヲ一組ト可致伹組内ハ一家同様ニ致シ吉凶相倶ニシ互ニ怠情ヲ戒メ一人過 
  アラハ組中ノ可爲度事 
一 二十五家ニ一長ヲ可置伹村長ハ諸觸諸法度等其組合へ申聞セ且不精ノ者ヲ糺シ 
  悪事ヲ察シ處置可致事 
一 村長ノ上ニ總取締一人ヲ可置伹取締役ハ身ヲ以衆人ニ先チ法度ヲ守リ開拓ノ實 
  効相立候陽様注意専一ノ事 
 一 來未年ヨリ三ヶ年一人前一日玄米七合五勺一ヶ月金二分ッ々被下候事 
 
 「五家ヲ一組」とは、「五人組制度」を基本に置くものであろう。この推察は、1941(昭







さて、1874(明治 7)年 7月 4日、移民規則は改正され各府県に布達されることになる。 
  第一條 他ノ管内ヨリ自力移住ノ者寄留ヲ除クノ外假屋作料トシテ毎戸金十圓宛 
給與ノ事 
  第二條 移住ノ初年毎戸左ノ農具給與ノ事 
      鍬三挺大一 小二    鎌二挺柴刈 草刈   山刀一挺 
      鋸一挺   鐇一挺   鑢一枚   砥一箇 
     但右修補等ハ自辨ノ事 
  第三條 種物料トシテ金壹圓五拾錢宛初年限給與本人ノ望ニ由リ現品交付適宜タル 
      ヘキ事 


































 『大正 15年 7月調 北海道移住者戸口表 北海道庁拓殖部』は、「一 本表ハ北海道移住
者割引證ヲ携帯シ本道に移住シタル者ニ就キ調査シタルモノトス 一 明治三十三年以前
ハ調査資料乏シキ爲メ此処ニ記載セス」としながら、たとえば明治 34年の「累年着地別戸
口」による移住人口は、「石狩 5,182、胆振 998、十勝 2,707、天塩 918、全道 10,523」、 
支庁別区分になる大正 6年には、「石狩 837、胆振 1,960、河西 5,200、上川 7,640、全道







害地略図」等 8図、本文 1731頁、「付録」5頁で構成される。 
 「付録」は、「明治維新以前に於ける凶作及水害年表」に 30件、北海道開拓が積極的に
推進･進展される「明治維新以後に於ける凶作及水害年表」として開拓使設置の 1869（明
治 2）年から 1935（昭和 10年）の 66年間の 36件の被害事例を載せる。 
年表は、凶作･水害･冷害が、数年ごとの反復ではなく、3～4年連続で発生していること
を明らかにする。 
 「第一編 叙説」は、「第一章 明治維新前の凶荒と水害」「第一節 松前に於ける飢饉
の原因」「第二節 舊記による飢饉」「第三節 飢饉と移民の増加」「第四節 蝦夷地場所に
於ける備米」「第五節 飢饉の際の食物」「第六節 舊記に依る洪水」、「第二章 明治維新




 「第二編 昭和六年の凶作」「第三編 昭和七年の水害凶作」「第四編 昭和九年の凶作」
「第五編 昭和十年の冷害風水害及凶作」の記述には 1673頁があてられている。 
 まず、前述の『殖民広報』で取り上げられた「明治 31年の洪水」の状況を概観する。 
 




















































  一、小屋掛料は一戸五圓以内とする。 
  二、農具料は必需品十種三十九點を標準として貸與する。 
 三、耕牛馬は生計上缼くべからざる特別の事情あるものに限り一頭の代價を貸與する。 





    尚、貸與金返納期限は小屋掛料、農具料と其の他を合せ貸與するものには二十ヶ 





 小屋掛料  農具料  扶食料  種物料 耕馬代   計 
人員（人）  4,380  4,380  16,068  15,437   153  38,071 





































































 八斗ノ積ヲ以テ給与スヘシ  






 スヘシ  
  但獨身ニ非スト雖モ余ノ家人七十 
 年以上十五年以下ニテ其身重病或ハ 
 老衰シテ窮迫ノ者ハ本文ニ準シ給与 
 スヘシ  
一 同獨身ニテ疾病ニ罹リ産業ヲ営ム 
 能ハサル者ニハ一日米男ハ三合女ハ 
 二合ノ割ヲ以テ給与スヘシ  
  但獨身ニ非スト雖モ余ノ家人七十 
 年以上十五年以下ニテ其身病ニ罹リ 
 窮迫ノ者ハ本文ニ準シ給与スヘシ  
一 同獨身ニテ十三年以下ノ者ニハ一 
 ヶ年米七斗ノ積ヲ以テ給与スヘシ  
  但獨身ニ非スト雖モ余ノ家人七十 
 年以上十五年以下ニテ其身窮迫ノ者 
 ハ本文ニ準シ給与スヘシ  
一 救助米ハ該地前月ノ下米相場ヲ以 
 テ石代下ケ渡スヘキ事 





















































    ノ者ハ一人ニ付一ヶ年現米一石八斗給與ノ事 
第二條 独身ノ者重病ニ罹リ産業ヲ營ム能ハサルトキハ病気中男ハ一日米三合麦ハ六合雑穀 
     ハ九合 女ハ二合麦ハ四合雑穀ハ六合 ツヽ給與ノ事以下雑穀ヲ以テ給与スルハ此例ニ准ス 
第三條 獨身ニ非スト雖餘ノ家人七十年以上十三以下ニテ自身重病ニ罹リ産業ヲ營ム能ハ 
    サル者男ハ一日米三合女ハ二合ツヽ給與ノ事 
第四條 孤児ハ富家或ハ乳母アル家ニ養育致サセ十三歳限一日米二合ツヽ給與ノ事 
    但他人ノ養子ニ相成候テモ養家貧困ニシテ養育行届カサル者ハ本条ノ通給與スヘ 
    シ函館育児會社ニ於テ引受ノ分ハ此限ニ非ス 
第五條 賑恤ヲ受居ル者死亡ノ節ハ埋葬料トシテ金一圓給與ノ事 
   以上諸件ハ本支廳限成規ニ據テ處分シ翌年ニ至リ前年分ヲ取束ネ長官へ具申スヘシ 
第六條 流行病ニ罹リ目下饑餓ニ迫ル者ハ第二條ノ例ニ據テ給與スヘキ事 
第七條 水火風震等ノ難ニ逢目下饑寒ニ迫ル者ハ日數十五日間男ハ一日米三合六十年以上十 
     三年以下ハ女ノ割合ヲ以テ給ス女ハ二合ツヽ給與ノ事 
第八條 前條ノ難ニ逢小屋掛ヲ營ム能ハサル者ハ其災害ノ景況ニ因リ一戸金五圓及至三圓 
    ツヽ五ヶ年賦返納ノ積ヲ以貸渡スヘキ事 
第九條 前條ノ場合ニ於テ農具差支ノ者ヘハ鍬鎌等ノ類其土地相當ノ價取調一戸十圓以内 
    ノ金額五ヶ年賦返納ヲ以貸渡スヘキ事 
第十條 連村連市一時暴災ニ罹リ目下窮因ニ迫ル者十五日以内ハ焚出米ヲ給與シ其災害ノ 
    景況ニ因リ假ニ小屋掛ヲ營ミ一時ノ急ヲ救フハ適宜タルヘキ事假令ハ洪水ニテ數村一 
     面水湛へ家屋流亡シ人畜死傷スルノ類 




























4 1913（大正 2）年の凶作 
 1898（明治 31）年の洪水被害の後も明治 34、35、37年、そして、大正 2年には凶作と
水害が北海道を襲う。また、全道規模の災害のほかに局地的被害も存在した。 
















3,034人、死亡者数 929人であり、翌 1887（明治 20）年の患者数は 3,330人、死亡数 1,327




















































   イ 土功、植樹の實施、藁細工、其の他の副業を爲し賃銀を得しむること。 
   ロ 就業資料（種子、肥料、其の他副業に要する器具機械の類）。 
   ハ 食料を給與すること。 
三、前項第一號及第二號に依る救助の實施方法は會長の承認を受け委員長に於て定むること。 
四、食料は左の標準に依り麥其の他常食とする穀類を給與すること。 
   十五歳末満  一人一日  三合以内 

























































     一、食料費 
     二、被服費 
     三、就業費 
     四、治療費 
     五、葬式費 
  前項ノ外特ニ費用ノ增設ヲ要スルトキハ北海道廳長官之ヲ告示ス 
第三條 食糧費ハ罹災者ニシテ自ラ食料ヲ購入スルコト能ハサルトキハ左ノ限度ニ於テ之ヲ 
給與スル費用ニ充ツ 
     十四歳以上  一人一日  穀類  男五合以内 女四合以内 
     十四歳未滿   同    同   男女三合以内 
      副食物    同    同   男女二銭以内 
第四條 被服費ハ罹災者ニシテ自ラ被服ヲ購入スルコト能ハサルトキハ左ノ限度ニ於テ之ヲ 
給與スル費用ニ充ツ 
     但十四歳未滿ハ半額トス 
      六月ヨリ九月マデ   一人  一圓五十銭以内 
      十月ヨリ翌年五月マデ  同  五圓以内 
第五條 就業費ハ罹災者ニシテ自ラ種苗、器具其ノ他ノ就業資料ヲ購入スルコト能ハサルトキ 
ハ左ノ限度ニ於テ之ヲ給與スル費用ニ充ツ 
     種苗 二十五圓以内 
     器具 十圓以内 
     其ノ他就業資料 十五圓以内 
第六條 治療費ハ罹災者ニシテ疾病に罹リ自ラ治療ノ途ヲ有セサルトキ左ノ限度ニ於テ施薬 
救療ノ費用ニ充ツ 
     藥價  一人一日  十銭以内 
     入院料  同    七十銭以内 






  前項ノ場合ニ於テ市町村ハ其ノ市町村内ノ救濟ニ従事スル團體二對シ其ノ費用ヲ補助又 
轉貸スルコトヲ得 
  本條ニ依ル救助費ノ支出費目及限度ハ第二條乃至第七條ノ例ニ依ル 





















 二つめの新たな方向は、1905（明治 38）制定の北海道罹災救助基金法による救済である。 
  
  北海道凶作救済会の寄附金品配分･北海道罹災救助基金法による就業資料の給与 
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  824 
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  44(2,377.290) 
  29(1,371.990) 
  50(2,553.830) 
 74(3,839.020) 
  42(2,264.920) 
  67(3,470.150) 
 71(3,821.860) 
117(6,020.810) 
  15(680.830) 
   ― 
1,018戸 
  388 
 3,334 
 2,150 
  ― 
  ― 
  946 
 1,574 




  315 





  ― 








  ― 
  計   146  44,695  11,23 1000(51,831.720)  15,729 101,744円 
(注) 筆者が罹災救助基金法による就業資料の給与表を付け加え「基金法による給与」と略記 
し救済の状況をまとめ表にした。 




済がある。しかし、たとえば明治 34年の水害では救済合計額 27,870円 90銭 3厘、明治
35年の凶作及水害では合計 6,883円 8銭 6厘の支出が行われた。これらの金額に比較して
大正 2年の凶作救済のために北海道罹災救助基金法によって支出された金額は、就業資金





















































































































三月 殖民広報 第七十七號』78頁)として節約の先頭におかれることになるのである。(注 14) 
 























































































































 田農場(1896〈明治 29〉年～)における本県人小作移住者の活躍はめざましかった。（中略） 
  名寄市の開村の基をきづき、また帯広の新得町の創設（中略）。 




るが（後略）」 (『山形県史 第五巻』740頁) 
② 山形縣社會事業協會『昭和四年八月十五社日 社會時報 創刊號』の 5頁には「北海道移 
 住について」があり、その末尾には、「北海道事情紹介の爲左記日程に依り北海道廳より官 
 吏數名來縣活動寫眞利用講演會を開催なつて居るが、なるべく最寄の會場に出席して北海道 
 に對する充分なる理解を持つて頂き度と思ふ。 活動寫眞利用講演會日程   
八月二十一日 真室川村   〃二十二日 角川村   〃二十三日 東平田村   
〃二十五日 東小國村  〃二十六日 龜井田村  〃月二十八日 蠺桑村 











ニ依ルノ外尚左ノ通リ心得へシ  明治三十五年二月十四日 北海道廳長官 男爵 園田安賢 
一 入札人心得書竝競賣ニ附スヘキ土地ノ圖面ハ上川支廳竝地元戸長役場ニ備付本日 
  十五日ヨリ競賣施行ノ前日マテ毎日執務時間内ニ縦覽セシム 
二 競賣保證金ハ各自入札高ノ百分ノ八以上トス 
三 競争入札施行ノ日ハ左ノ通リトス 
    明治三十五年三月三日 大通西側ヨリ西四條通マテ南四、五、六、七、各丁目 
      同   三月四日 大通西側ヨリ西四條通マテ南一、二、三、各丁目 
同   三月五日 大通西側ヨリ西四條通マテ北一、二、三、四、五、六、七、
各丁目 
同   三月六日 大通東側ヨリ東四條通マテ南一、二、三、四、五、六、七、
各丁目 
同   三月七日 大通東側ヨリ東四條通マテ北一、二、三、四、五、六、七、
各丁目 (『明治三十五年三月 殖民広報 第七號』17頁) 
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当時の名寄の市街地設置背景や社会・経済・生活等は、当時を移す写真を含め『明治三十 
五年七月 殖民広報 第九號』12－13頁、『明治三十九年十一月 殖民広報 第三十三號』
55－56頁、『大正五年七月 殖民広報 第九十一號』63－64頁などで記述される。 
② 明治三十年三月法律第二十六號北海道國有未開地処分處法 
  第五條 市街地市街豫定地其他土地ノ状況ニ由リ必要ト認ムル土地ハ競争ニ付シ直チニ 
 賣拂フコトヲ得(北海道廳拓民部拓殖課『明治三十二年四月 第六北海道土地処分案内』1頁) 
  「明治三十年十一月北海道廳令第六十六號北海道國有未開地競賣規定」は、15条から成り、 
 「第二條 競賣ハ入札ノ方法ヲ以テ之ヲ行フヘシ」「第十四條 實地ノ引渡ハ地代金ノ完納  
 ヲ以テ結了スルモノトス」などが条文にある。(『北海道土地処分案内』29－31頁) 
③ 北海道廳告示第三百三號(明治四十二年六月十日) 




  一 願書は明治四十二年六月二十日より所轄支廳に於て受理す 
  一 賣拂地積は一戸に付一區畫を標準とす但し二區畫以上の賣拂を希望するものあると 
    きは詮議の上特に許可することあるへし 
  一 事業成功期間は一年とす 
  一 市街豫定地區畫圖北海道廳及所轄支廳に備置く 
                 (『明治四十二年七月 殖民広報 第四十九號』11頁) 
 
(注 3)   
 天皇･皇后両陛下、佐藤首相などが出席し「北海道百年祝典」が札幌で開催された。 
 
(注 4)  
① 「内地」という用語に関して開拓使は、1873(明治 6)年 5月に公文上北海道を北地、他府県
を内地と呼称することを廃止した。しかし、現在でも内地という言葉は日常会話に登場する。 
② 1923年（大正 12）年 9月の関東大震災の際に政府は、被災民の救済対策として北海道移植
民を奨励し、10月に内務省社会局は移住補助制度を新設した。 
 
(注 5)  
① 開拓と北の警備を担った屯田兵制は、1974(明治 7)年 10月の「開拓」「有事」から「士族授 
産対策」の色彩を濃くし、1890(明治 23)年からは「平民屯田」がはじまる。 
  1896(明治 29)年 5月 札幌に第 7師団創設により屯田兵司令部を廃止。 
  1899(明治 32)年 7月 屯田兵の上川郡剣淵村、士別村への入地をもって屯田兵配置計画 
(屯田兵の募集)を完了。 
  1904(明治 37)年 9月 屯田兵条例廃止。 
当初、名寄も屯田兵配置計画の地に含まれていた。 
               (『明治四十四年三月 殖民広報 第五十九號』19－21頁) 
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(注 6)  
北海道窮民救濟状況 (『明治三十五年十一月 殖民広報 第十一號』87－88頁) 





     窮民救助                   被災救助 
種別 人員     金額        種別    人員       金額 
癈疾 三四   五五二.五七八    夫食貸付料  四○一二  一七五九二.○○○ 
老衰 七三   九六四.九五六    種穀貸付料  一三九二   六八三二.○○○ 
疾病 四八   四五二.五四二    小屋掛貸付料  九七○    四八五.○○○ 
幼弱 三七   三二五.八一三    農具貸付料   一二一   一一二六.○○○ 
計 一九一  二二九五.八八九    炊出米給與      ?      二四八五.五五一 










種別            人口       金額 
農具種子を給したる者      一一七    一五九三.五五五 
藥價を給したるもの        二七     二一八.八二〇 
癈疾不具老衰幼少者の救助     三九     三二六.〇六八 
授業料を給したるもの       六六      七二.六〇〇 
計           二四九    二二一一.〇四三 
行旅病人及行旅死亡人取扱法(明治三十二年法律第九十三號)により昨三十四年中取扱ひ 
たるもの左の如し 
種別      人員       金額 
行旅病人    二〇八    一九四七八.八六八 











 さる所なり 旭川 九月十四日(平年より十四日早し)  帶廣 九月十四日(平年より十二 
 日早し) 網走 九月十五日(平年より十三日早し)  札幌 九月十九日(平年より六日早 
 し) 函館 九月十九日(平年より十日早し)  釧路 十月五日(平年より七日早し)」による。 
(『大正三年十一月 殖民広報 第八十一號』19頁) 
② 1920（大正 9）年 11月に札幌で北海道産米百萬石祝賀会が開催されている。 













(注 9)  


















(注 10)  
          東北九州災害救済会より寄贈を受けた金品の配布 
支廳名 現金配当額 寄付物品配当 (個) 
第 1回 第 2回 第 1種 第 2・3種 第 4種 神功湯 雑品 
札幌 3円 128 5円 795 666 2,203 133 30  ―  
函館 1.654 3.040 358 1,155    56 16 ― 
檜山 2.175 3.990 466 1,485    77  20  1 
後志 3.462 6.365 732 2,416   146 33  ― 
空知 11.921 22.135 2,505 8,752   843 113  ― 
上川 8.516 15.675 1,796 5,669   249 81  ― 
増毛 2.292 4.180 492 1,423    37  22  ― 
宗谷  ― 2.755 36    8   ― 50  3 
網走 2.620 4.750 557 1,774    82 25  ― 
室蘭 3.828 7.030 809 2,718   177 37  ― 
浦河 3.648 6.745 771 2,603   184 35  ― 
河西 5.977 11.115 1,255 4,273   302 57  ― 
釧路 0.779 1.425 170 570    33   8  ― 
 計 50.000 95.000 10,614 35,048  2,319 527  4 
  第 1種は米麦その他の穀類。第 2種は腐敗しない食料品。第 3種は被服類。 
  第 4種は学用品。神功湯は薬品。 
  義捐金の配当第一回は 2月 2日、第 2回は 4月 16日。 
  寄贈品の配当は 2月 10日に始まり 7月 9日に終わり、その回数は 16回である。 





(『大正三年十一月 殖民広報 第八十一號』54－55頁) 
 
 北海道罹災救助基金法制定以前の罹災救助基金法は、1899（明治 32）年に制定され、それ 
は、1880（明治 13）年の備荒儲蓄法の延長線上にあった。 
 備荒儲蓄法は、20年間の時限立法として政府が 10年間毎年 120万円を支出し、うち 4分 


















 (注 11)  
  就学率＝登校(出席)率が同一でないことに留意が必要であろう。 
 大正 2年 4月 1日から大正 3年 3月 31日における北海道の学事をまとめた『第貳拾五回  







就  学 不 就 学  
 男  女  計  男  女  計 合計 
大正 2年 140,863 115,871 256,734 1,549 2,273 3,822 260,556 
大正元年 136,628 111,722 248,350 1,474 2,278 3,753 252,102 
明治 44年 132,048 108,121 240,169 1,623 2,559 4,182 244,351 
明治 43年 134,574 107,701 242,275 1,586 2,592 4,160 246,435 




就学猶予 就学免除  
疾病 貧窮  計 疾病 貧窮 その他 計 合計 
大正 2年 715 1,966 2,681 351 60 359 770 3,451 
大正元年 1,085 1,630 2,715 337 45 138 520 3,235 











－ 1869(明治 2)年～1940(昭和 15)年 －」） 
 
(注 12)  
 すべての生活困窮者に「生活の資を得せしむる」が如何に困難であるかの一例を引用する。 








もの教育問題等が指摘される。(『明治四十四年七月 殖民広報 第三十七號』46－48頁) 
 
(注 14)  
 北海道『昭和 31年 北海道冷害誌』の「余禄 第三 本道冷害凶作史概観」は、それま
での救済対策を次のように整理している。（608－609頁） 
 
  凶作の発現と共にこれに対しての対策が行われたのであるが、応急対策としては次の如き 
食料の給与とか巡回医療とか、義捐金配布というようなことと、再生産のための種子の給与、 
肥料の資金の貸与等が講ぜられた。 
  一 応急救護 炊出、食品の給与、学童給食、食費の給与、食糧加工材料給与、栄養等 
         実施指導、衣住（燃料を合む）材料の給与、医療及び薬品供給等 
  二 所得援助 租税減免、労務提供等 
 三 再生産授助 種子給与、種子購入資金給与及び貸与、肥料給与及び購入資金給与及 
          び貸与、副業及び畜産の奨励授助等 
 四 指導援助 冷害克服運動、農業合理化運動、経済更生運動、備荒貯蓄等 
  五 諸団体援助 町村、農業団休、協同組合援助及び資金貸与 
 
(注 15)  

















   配分の上町村長を通じてこれを贈與す。 
 一、慰問巡回班九班を組織し、二月五日一齊に出動せしむ。                        
   一班平均十二、三日にて終了の豫定（參與委員、婦人會理事等主として之に當る） 
 一、慰問巡回先は、各支廳所在地並に被害甚大の町村を主として、その總數七十餘町 
   村に及ぶ。 
 一、パンフレット「災害に處する道」四萬部を被害地住民に適宜配布す。 
 一、各班に慰問布教使を専属せしめ、適當の箇所に於て慰問講演を開演せしむ。 








 1932(昭和 7)年の水害凶作では、一層、各種団体の連携、協力による救済が展開される。 
 
連日に亙る豪雨の爲め住宅の内外濕潤に過ぎ、衣食亦乾濕宜しきを得ず、保健上憂慮すべ 















大正 2年の産米収穫高は、38,556石、569,561円。大正 3年は 642,374石、7,299,002円。 
 
(注 17)  
 北海道庁長官による道民に対する告諭は、北海道庁設置以来度々出されている。 
「治産上勤倹に関する告諭」(『大正五年十一月 殖民広報 第九十三號』1－2頁)、 





(注 18)  
北海道愛国婦人会北海道支部は、1902（明治 35）年に奥村五百子の来道を機に設立された。 
「愛國婦人會北海道支部沿革概要」(『明治四十一年三月 殖民広報 第四十一四號』61－62頁）
（三井光三郎『愛國婦人会史』231-232頁） 
 
 特に戦争による傷病兵とその家族の支援にあたったが、次のような活動も展開した。 
 
 未曾有の大凶作に襲はれた北海道の農村では、副業の奨励並に代用食の補給等に依つて辛 
うじて生活を維持して來たものゝ、すでに食用し得るものは勿論、蕨の根や藁屑の果てまで 
食ひ盡してしまつた今となっては、遂に非常手段に訴へ僅な金に換へて彼等の娘達を酌婦或 
は醜業婦に賈る始末であつた。此の悲惨な事實を目撃した愛國婦人會では婦女子身賣防止の 
旗幟の下にその活動を開始したのであるが昭和七年二月二十六日北海タイムス紙はその活動
状況を次の如く報道してゐる。 
 即ち、愛國婦人會では人道上の問題としてその救濟方法を考究中であつたが、先頃具體案が
決定したので、災厄の渦中にある北海道、青森、秋田、岩手等の各支部と聯絡をとり早速實行
にとりかゝることゝなった。 
 救濟方法としては十四、五歳から二十才前後までの子女一名について家庭の事情に應じて 
五十圓から二百圓まで平均して金百圓を父兄又は保護者に貸付け、これに依つて哀れな子女を
賣られ行く地嶽の惨めさから救ひ出して適當の職業に就かせ、貸與金は就職したる女が働いて
得たる月給或は俸給の中から無利子で月賦若くは年賦を以て返納させるといふのである。 
 貧困の子女の中には小學校さへ出で居ないものが多數ある見込なので、それ等のものに對し
ては右支部で、せめて女中派出婦として一人前に働けるだけの教養をさせた上で就職させる筈
 31
で、各縣支部で捌けない救濟子女は東京の愛國婦人館や隣保館に収容し派出婦として一般の雇
入申込に應ずることとなつてゐる。 
 救濟資金壹万三千圓餘は準備してあるが、足りない場合は更に追加しても徹底的に憐れな女
子を救濟してゆく筈である。（『北海道凶荒災害誌』274－275頁） 
 
(注 19) 
 「家族制度」「日本的家族主義」「家父長制度」さらには「経営家族主義」、戦後にあっては
「核家族」、そして近年の「家庭」にいたるまで「家族･家庭」をめぐる概念や政策にかかわる
研究と議論は尽きたことがない。 
 その追究継続の中にあって「児童」は「子ども」として認識し表現されるようになった。 
そして、「子どもに関する研究と教育」は、「実証主義に基づく実践」であることが重要とされ、
「児童の権利に関する条約」への批准は、「子どもの権利」を前面に出すことになった。 
 「虐待か躾か」の現実問題への対応は、「公助」に位置する警察等の支援により基盤を強固
にし、「家庭か施設か」は、「親権」の問題を含め、行政と司法に委ねられることになった。 
 福祉を学び研究する者が認めなければならないのは、現在においても学校教育が子ども自身
に貧しさを認識させ、貧しさはその子どもに、子どもとしての成長と発達を阻害する生活･労
働環境を与え続けているという事実である。 
これらの課題解決に「共生」としての「互助」に根づく地域創りが重要と考えるのは、考察
者のみであろうか。 
 
(注 20) 
 「東日本大震災」や『北海道凶荒災害誌』は、その災害者救済と復興・再建の経過において
多くのことを教える。 
なかでも被災直後の生活の場(空間)を同じくする者同士の助け合いは、その人々が持つ生命
観や共同観を含め、時代や時間を超えても語り継がれなければならない。 
また救済･救援活動の実際では、栄養･食物への知識と技術が食の確保と提供に貢献し、看護･
保健の知識と技術が救療と感染･疾病予防に不可欠であり、福祉の知識･技術が救貧と防貧支援
の基本となり、それらが連携して人と制度によって提供される保健･医療･食物･福祉こそが生
命の維持と生活の継続･再建に不可欠であることを実証された。 
今後は、これらの専門職が連携を基本としながら、チームとして活動、支援する組織･体制
の確立･整備が重要になるのであろう。 
同時に「他者との相互関係のなかで営まれる生活こそが普通であり、それが人間としての幸
福である」の土台としての「公助･共助･自助」に「社助･業助」とも言うべき、会社･企業が果
たす社会的貢献、製品･商品への付加価値としての見守り等の活動を加えた地域生活福祉理論
の構築と実践が大切であるように思えてならない。 
  
